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研究要旨 

平成 29 年に無痛分娩時に発生した複数の重篤事例が報告されたことを受け、わが国の無痛

分娩に関係する学会・団体から構成員の推薦を受けて研究班を構成した。日本産婦人科医会

が平成29年度に実施した無痛分娩の実態に関する実態調査結果の分析を行うとともに、わが国

の実情を踏まえた無痛分娩の安全性向上のための方策を検討し、安全な無痛分娩の提供体制

の構築のために必要な方策に関する提言を行った。 

 

【研究班構成員】 

 研究代表者 

 海野信也 北里大学病院・院長（産

婦人科学） 

 研究分担者 

 石渡 勇  石渡産婦人科病院・院

長（産婦人科学） 

 板倉敦夫  順天堂大学医学部・教

授（産婦人科学） 

 研究協力者 

 〇□阿真京子 知ろう小児医療守ろ

う子ども達の会・代表理事（患者（妊

産婦の立場）） 

 〇飯田宏樹 岐阜大学医学部・教授

（麻酔科学・日本麻酔科学会推薦） 

 〇石川紀子 静岡県立大学看護学

部・准教授（助産学・看護の立場・日

本看護協会推薦） 

 〇後 信 九州大学病院・教授・医

療安全部長（医療安全学・医療安全

の立場） 

 〇前田津紀夫 前田産婦人科医院・

院長（産婦人科学・日本産婦人科医

会推薦） 

 〇温泉川梅代 日本医師会・常任理

事（日本医師会推薦） 

 □天野 完 吉田クリニック（産婦人

科学・日本産科麻酔学会推薦） 

 □池田智明 三重大学医学部・教授

（産婦人科学・日本産科婦人科学会

推薦） 

 □奥富俊之 北里大学医学部・診療

教授（麻酔科学・日本産科麻酔学会

推薦） 

 □角倉弘行 順天堂大学医学部・教

授（麻酔科学・日本麻酔科学会推

薦） 

 □照井克生 埼玉医科大学・教授

（麻酔科学・日本周産期・新生児医

学会推薦） 

 □永松 健 東京大学医学部・准教

授（産婦人科学・日本産科婦人科学

会推薦） 

 □橋井康二 ハシイ産婦人科・ 院

長（産婦人科学・日本産婦人科医会

推薦） 

（公開検討会構成員：〇、作業部会構成委

員：□ 研究代表者・研究分担者は事務局と

して参画した。） 

 

Ａ  研究目的 

無痛分娩の実態把握については、わが国



 

では平成 21 年度に厚生労働科学研究「妊産

婦死亡及び乳幼児死亡の原因究明と予防策

に関する研究」において、分担研究「全国の

分娩取り扱い施設における麻酔科診療実態

調査」により調査が行われているが、これ以後

に無痛分娩に関する全国施設調査は行われ

ておらず、その現状は不明である。しかしなが

ら、平成 29 年に無痛分娩時に発生した複数

の重篤事例が報告されているため、実態把握

と安全管理体制の構築が急務となっている。

そのためには、現状の実態把握と分析を行い

安心・安全な管理体制を構築することが緊急

に必要と考えられる。本研究は、このような緊

急課題について対応し、安全な無痛分娩の

提供体制の構築のために必要な方策を検討

し提言を行うことを目的とする。 

実態把握については、日本産婦人科医会

が平成 29 年度に実施している無痛分娩の実

態に関する実態調査の分析を行う。また、無

痛分娩の安全性についての分析を行う。 

さらにわが国の実情を踏まえた無痛分娩の

安全性向上のための方策を検討する。 

これらの研究成果を元に安全な無痛分娩

の提供体制の構築のために必要な方策を検

討し提言を行う。 

  

Ｂ  研究方法 

・本研究では、専門学会・団体からの推薦によ

る研究協力者等（日本医師会、日本看護協会、

日本麻酔科学会、日本産科婦人科学会、日

本産婦人科医会、日本周産期・新生児医学

会、日本産科麻酔学会、医療安全の専門家、

患者（妊産婦）の立場の方による検討によって、

産婦人科領域だけではない医療界全体として

のコンセンサス形成をめざすこととし、以下の 3

項目を基本方針として研究を進めることになっ

た。①本件の社会的関心の強さに配慮し、特

に、検討のプロセスの公開・透明化に配慮し

て研究を進める。②「今回の事故報道等に関

連して日本社会に生じている無痛分娩の安全

性に関する懸念」を、診療内容の透明化、公

開、共有を通じて払拭していくための方策を

立案、共有する。③「医療安全に関しては、ダ

ブルスタンダードは社会的に許容されない」と

いう認識のもと、世界標準と同等のレベルの、

病院・診療所で共通の安全対策の標準的方

法に関するコンセンサス形成をはかる。 

実際の研究は、以下のように進められた。 

・本研究課題の性質上、検討内容が専門性の

高いものとならざるを得ない。しかし、その一

方で、社会的関心の強さを考慮すると、検討

過程を可能な限り透明化することも必要となっ

ている。また本研究は平成 29年度に限定され

た特別研究であり、年度内に一定の成果が求

められており、迅速に進める必要がある。そこ

で、本研究では、「公開検討会」と「作業部会」

という構成で、検討を進めることとした。「公開

検討会」では、構成員を絞り、情報の共有と課

題の整理、対策のとりまとめを中心として検討

を進め、「作業部会」では調査分析と対策案の

立案等の専門性の高い検討を平行して進め

た。公開検討会では、会議終了後、研究代表

者が報道関係者をはじめとする傍聴者の質問

を受け、会議における検討の内容について丁

寧に説明する機会を設け、理解の促進に努め

ることとした。 

・無痛分娩の安全性について社会の理解を深

めるために、研究班の研究成果を報告する機

会を設ける必要性があると考えられたため、市

民公開講座の開催を予定し、準備を進めるこ

ととした。 

・専門学会・団体によるコンセンサスに基づい

て「提言」を作成し公表することとした。 

・無痛分娩の安全性確保のためには、本研究

を通じて形成された具体的な施策に関する専

門学会・団体によるコンセンサスを、平成 30年

度以降実現させていくための方策についても

あわせて検討し、各学会・団体で共通認識に

基づいて連携して対応していく必要があるた

め、その方向での検討も平行して進めることと

した。 

 

Ｃ  研究成果 

1） 班会議開催：以下の会議を開催した。（別

紙 1：班会議の議事次第・議事概要・構成

員出席状況参照） 



 

(ア) 平成 29 年 8 月 23 日：第 1 回公開検

討会 

(イ) 平成 29 年 9 月 16 日：第 1 回作業部

会 

(ウ) 平成 29 年 10 月 29 日：第 2 回作業

部会 

(エ) 平成 29 年 11 月 22 日：第 2 回公開

検討会 

(オ) 平成 30 年 1 月 11 日：第 3 回作業部

会 

(カ) 平成 30 年 2 月 12 日：第 3 回公開検

討会 

 

2） 班会議以外の会議開催：  

(ア) 平成 30 年 3 月 4 日：「市民公開講座 

無痛分娩の安全性について」：無痛

分娩の安全性に関する社会啓発を

目的として市民公開講座を開催した。

（別紙 2 参照） 

(イ) 平成 30 年 3 月 31 日：「無痛分娩に

関するワーキンググループ（仮称）」

準備委員会（第 1 回会議）：諸課題を

検討する中で、安全な無痛分娩の提

供体制を構築していくために、関係

学会・団体で構成される新たな組織

による継続的な取組が必要と判断さ

れた。そのため、研究班として関係

学会・団体に呼びかけて新たな組織

作りのための準備会議を開催した。

（別紙 3 参照） 

 

3） 検討課題の抽出：班会議での検討の結果、

以下のような課題が抽出され、それぞれの

課題ごとに検討が進められた。 

 

(ア) 無痛分娩の安全性に関する検討 :

（検討の詳細は「2.無痛分娩の安全

性に関する検討」を参照。） 

① 2017 年日本産婦人科医会の

「分娩に関する調査」結果から、

わが国の無痛分娩の実施頻度

について検討し、2010年以降の

妊産婦死亡症例における無痛

分娩関連症例の発生頻度につ

いての検討を行った。これまで

得られているデータからは、わ

が国において、無痛分娩が特に

妊産婦死亡率が高いと結論す

ることはできないと考えられた。 

② 2017 年 4 月以降の無痛分娩に

関連した有害事象報道につい

てそれぞれの事例の発生時期

及びその内容を検討した。その

結果、以下のような事実が明ら

かになった。①報道は 2017 年

に集中的になされたが、個々の

症例の発生時期は 2008 年以降

長期間にわたっており、妊産婦

死亡症例の報告時期には含ま

れないものがあること。②母体が

死亡していない予後不良症例

があること。③母体が死亡したの

が分娩後 1 年以上経過し、妊産

婦死亡としては報告されない症

例があること。④母体の生命予

後は良好だが児の予後が不良

な症例があること。⑤全脊椎麻

酔などの硬膜外麻酔の合併症

によるものが複数含まれている

こと。⑥子宮破裂、分娩後大量

出血等、無痛分娩と関連するか

どうか検討が必要な症例がある

こと。⑦結果として、報道された

症例はいずれも妊産婦死亡報

告事業の中では把握されていな

いこと。 

③ わが国の無痛分娩の現状にお

いて、全脊椎麻酔等の発生時

に適切な対応を行えば重大な

結果を回避できる可能性のある

合併症に起因する予後不良事

例が発生している。今後、合併

症の発生時に適切な対応が可

能な無痛分娩の実施体制の整

備が必要と考えられ、この問題

意識に基づいて、無痛分娩の



 

安全な提供体制の構築に向け

た検討を行った。 

 

(イ) 無痛分娩の安全な提供体制の構築

に向けた検討：以下の課題を抽出し、

課題ごとに検討を行い、構成員間で

現状認識の共有化と意見調整を行

った。 

① 「わが国の無痛分娩の実態」に

関する検討 (検討の詳細は 3. 

検討課題（1）「分娩に関する調

査および二次調査の結果とその

分析」を参照。) 

② 「安全な無痛分娩のための望ま

しい体制」に関する検討（検討

の詳細は 4. 検討課題（2）「安

全な無痛分娩のための望ましい

体制に関する検討」を参照。） 

③ 「無痛分娩施設の情報公開・開

示・共有のあり方」に関する検討

（検討の詳細は5. 検討課題（3）

「無痛分娩施設の情報公開・開

示・共有のあり方」を参照。） 

④ 「無痛分娩の安全性向上のため

のインシデント・アクシデントの

収集・分析・共有方法」に関する

検討（検討の詳細は 6. 検討課

題(4)「無痛分娩の安全性向上

のためのインシデント・アクシデ

ントの収集・分析・共有方法に関

する検討」を参照。） 

⑤ 「無痛分娩の安全性向上のため

の医師・医療スタッフの研修体

制の整備」に関する検討（検討

の詳細は7. 検討課題（5）「無痛

分娩の安全性向上のための医

師・医療スタッフの研修体制の

整備に関する検討」を参照。） 

⑥ 「産科麻酔専門医制度・産科麻

酔技術認定制度」に関する検討

（検討の詳細は8. 検討課題（6）

「産科麻酔専門医制度・産科麻

酔技術認定制度に関する検討」

を参照。） 

 

(ウ) 「無痛分娩の安全性確保のための平

成 30 年度以降の体制づくり」に関す

る検討（検討の詳細は 11.「無痛分娩

に関するワーキンググループ（仮称）

発足に向けた調整について」を参

照。） 

 

4） 「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関

する提言」のとりまとめと公表：提言を作成

し、平成 30 年 3 月 29 日に記者会見を行

って公表した。 

 

Ｄ  考察 

1） わが国の無痛分娩の実態に関する検討

から、研究班内で以下のような共通の認

識が形成された。 
(ア) これまでわが国の無痛分娩の提供

体制の実情が明らかにされてこなか

った。そのため、無痛分娩を受ける

側の妊産婦やその家族も、その医療

を提供している医療従事者自身も、

現状を理解しているとは言えない。 
(イ) これまでわが国では、安全な無痛分

娩を提供するために必要な診療体

制について、専門学会・団体による

合意形成は行われておらず、無痛分

娩の体制整備は個々の医療機関の

判断で実施されてきた。 
(ウ) これまで、無痛分娩の安全な実施の

ために必要な研修の内容について、

専門学会・団体による合意形成は行

われておらず、それぞれの医療機関

及び担当医師の判断に依存してい

た。 
(エ) 安全な無痛分娩の提供体制を構築

するためには、無痛分娩の実情につ

いての情報公開が前提条件となる。 
(オ) 無痛分娩の安全性を向上させていく

ためには、担当する医療従事者の研

修を充実させ、その実施成績および

発生した有害事象等について、個々

の実施施設の診療体制に関する情

報とともに公開することが有用と考え

られる。 



 

2） 諸課題の検討の結果、以下のような結論

を得た。 
(ア) 「わが国の無痛分娩の実態」：わが国

の無痛分娩は増加傾向にある。実施

施設数は診療所の方がやや多く、実

施数も同様である。診療所における

無痛分娩の担当医は産婦人科医が

大部分を占めているのが現状である。

有害事象については、麻酔合併症

は発生しているものの、調査の範囲

では妊産婦死亡は報告されなかった。 

無痛分娩の安全性向上のため、無

痛分娩実施施設では、麻酔合併症

に対して適切に対応可能な体制整

備が必要と考えられた。 
(イ) 「安全な無痛分娩のための望ましい

体制」： 以下のような体制整備が必

要と判断された。 
① インフォームド・コンセントの充実 
② 人員体制の充実：責務・役割・

要件を明確化し、チームとして

機能できる診療体制とする。 
1. 無痛分娩麻酔管理者の配

置 
2. 麻酔担当医の明確化 
3. 無痛分娩研修修了助産

師・看護師の活用 
③ 無痛分娩に関する設備及び医

療機器の配備の充実 
(ウ) 「無痛分娩施設の情報公開・開示・

共有のあり方」 以下のような方策の

推進が必要と判断された。 
① 無痛分娩施設ごとの情報公開と

情報公開施設の登録の仕組み

を両輪として事業を展開する。 
② 無痛分娩取扱施設は、無痛分

娩を希望する妊婦とその家族が、

分かりやすく必要な情報に基づ

いて分娩施設を選択できるよう

に、無痛分娩の診療体制に関

する情報をウェブサイト等で公

開する。 
③ 無痛分娩に関わる学会及び団

体は、新たな組織を構築し、妊

婦とその家族が、必要な情報へ

のアクセスを容易にするため、 
情報公開を行っている無痛分娩

取扱施設をとりまとめたリストを

作成し、ウェブサイト上で公開す

る。 
(エ) 「無痛分娩の安全性向上のためのイ

ンシデント・アクシデントの収集・分

析・共有方法」 以下のようなコンセ

ンサスが得られた。 
① 無痛分娩関連有害事象の全体

像を把握し、把握された重大事

例を評価し、医療現場における

再発防止につなげる仕組みを

構築する必要がある。既存の日

本産婦人科医会の施設報告、

日本産婦人科医会偶発事例報

告・妊産婦死亡報告事業によっ

て無痛分娩に関連した重大事

例の一定程度の把握は可能と

考えられる。 
② 分娩施設側からの報告につい

ては、重大事例を中心に報告の

仕組みがある程度周知されてい

るが、患者・家族側からの報告・

情報提供を受けて組織的・専門

的に対応する仕組み（各医療機

関の患者相談窓口、保健所等

に設置されている医療安全支援

センター、医療事故調査・支援

センター）が周知されていない

可能性がある。 
③ 無痛分娩に関連する有害事象

を系統的に収集し、原因分析・

再発防止につなげていく仕組み

を構築することが、無痛分娩の

安全性向上のために必要であ

る。 
④ 今後、関係学会・団体で継続的

に検討していくように提言を行う

必要がある。 
⑤ 具体的な検討内容としては、無

痛分娩関連有害事象を集中的

かつ迅速に検討し、適切な再発

防止策を現場にフィードバック

する専門家による組織の構築と、

この組織に、既存の医療安全関

係の制度を活用して医療機関

及び患者・家族からの事例報告

の内容を伝達するためのシステ

ム作りの２つの課題が考えられ

た。 



 

(オ) 「無痛分娩の安全性向上のための医

師・医療スタッフの研修体制の整

備」 ：関係学会及び団体は、今後の

無痛分娩を担う産婦人科医・麻酔科

医・助産師・看護師を対象とした「産

科麻酔研修プログラム（仮称）」を策

定するための新たな組織を設置し、

無痛分娩を担う医療関係者全てに

共通する研修プログラム及び医療関

係者それぞれの専門性に対応した

研修プログラムを策定するとともに、

専門施設における実技研修等の内

容について検討する必要がある。 
(カ) 「産科麻酔専門医制度・産科麻酔技

術認定制度」：制度の導入が望まし

いが、導入に際しては研修施設及び

指導医の認定を含む無痛分娩の研修

体制の整備前提となる。研修体制整

備の過程で、関係学会・団体で専門

医制度等の実現に向けた検討を進め

ることが妥当と考えられた。 
3） 本研究班の検討の成果としての提言を実

現するためには、関係学会・団体が連携

した新たな組織である「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」の発足が必

要と考えられた。関係学会・団体と協議を

進め、一定の合意を得て、年度末に発足

のための準備委員会の開催を行うことが

できた。 
 

Ｅ  結論 

 平成 29 年に無痛分娩時に発生した複数の

重篤事例が報告されたことを受け、わが国の

無痛分娩に関係する学会・団体から構成員の

推薦を受けて研究班を構成した。日本産婦人

科医会が平成 29 年度に実施した無痛分娩の

実態に関する実態調査結果の分析を行うとと

もに、わが国の実情を踏まえた無痛分娩の安

全性向上のための方策を検討し、安全な無痛

分娩の提供体制の構築のために必要な方策

に関する提言を行った。 

 

 

Ｆ.健康危険情報 

特になし。 

 

G.研究発表 

 
1.  論文発表 
 
2.  学会発表 
 

H.  知的財産権の出願・登録状況 

特になし



（別紙 1） 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 
研究班会議記録及び構成員の出席状況 

 
 研究班会議の開催状況 

 平成 29 年 8 月 23 日：第 1 回公開検討会 

 

 平成 29 年 9 月 16 日：第 1 回作業部会 

 

 平成 29 年 10 月 29 日：第 2 回作業部会 

 

 平成 29 年 11 月 22 日：第 2 回公開検討会 

 

 平成 30 年 1 月 11 日：第 3 回作業部会 

 

 平成 30 年 2 月 12 日：第 3 回公開検討会 

 

 研究班会議への構成員の出席状況 

 

 



平成 29 年 8 月 23 日 
 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 
 

第 1 回研究班会議（公開検討会）議事次第 
 

日時：平成 29年 8月 23日（水曜） 10：00～12：00 

会場：ステーションコンファレンス東京 602AB 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー 

 

司会：研究代表者 海野信也 

 

1． 研究代表者 あいさつ 

2． 厚生労働省医政局地域医療計画課 救急・周産期医療等対策室長 あいさつ 

3． 研究分担者・研究協力者 紹介 

4． 本研究の目的と研究班発足の経緯の説明 研究代表者 海野信也 

5． 妊産婦死亡症例検討評価委員会「母体安全への提言 2016」について 研究協力者 池

田智明 

6． 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」について 研究分担者 石渡 勇 

7． 意見交換 

(ア)わが国の無痛分娩の安全性確保のための課題について 

(イ)今後の研究の進め方について 

8． 事務連絡 

 
以上 

 



平成 29 年 9 月 14 日 
 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 
 

第 1 回研究班会議（公開検討会）議事概要 
 

1. 日時：平成 29年 8月 23日（水曜） 10：00～12：00 

2. 会場：ステーションコンファレンス東京 602AB 

① 〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー 

3. 出席者： 

(ア)研究代表者（事務局）：海野信也 

(イ)研究分担者（事務局）：石渡勇 

(ウ)研究協力者： 

① 公開検討会構成員：飯田宏樹・阿真京子・前田津紀夫・温泉川梅代・後 信 

② 公開検討会（非）構成員（陪席）：池田 智明・永松 健・天野 完・奥富俊

之・橋井康二・角倉弘行・照井克生 

(エ)厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室：徳本史郎・飯塚悠

祐 

4. 議事概要 

 

1． 司会は研究代表者 海野信也が担当した。本検討会は、報道関係者及び一般に公開して

開催した。冒頭の研究代表者及び厚生労働省の挨拶についてはテレビ局数社によるカメ

ラ撮影を許可した。 

2． 配付資料の確認の後、会議の模様の録音を行うことについて出席者の同意を得た上で、

研究代表者のあいさつ、本研究を所管する厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産

期医療等対策室長の挨拶が行われた。 

3． 本研究の研究分担者・研究協力者の紹介と挨拶が行われた。 

4． 本研究の概要の説明を研究代表者が、資料に基づいて行い、協議を行った。 

(ア)本研究の概要と研究の進め方について説明が行われた。 

(イ)日本産婦人科医会、日本産科婦人科学会、日本産科麻酔学会宛に提出された無痛

分娩に関連して死亡された母子の遺族の方からの要望の内容を確認した。 

(ウ)本研究班の基本方針について、①特に、検討のプロセスの公開・透明化に配慮し

て研究を進めること、②「今回の事故報道等に関連して日本社会に生じている無

痛分娩の安全性に関する懸念」を診療内容の透明化、公開、共有を通じて払拭し



ていくための方策を立案、共有することをめざすこと、③「医療安全に関しては、

ダブルスタンダードは社会的に許容されない」という認識のもと、世界標準と同

等のレベルの、病院・診療所で共通の安全対策の標準的方法に関するコンセンサ

ス形成をめざすことが示され、基本的な承認が得られた。 

(エ)研究班の任務として、①日本産婦人科医会による「分娩に関する調査」結果の評

価及び諸外国のガイドライン等の検討を通じた課題の抽出、②無痛分娩施設の診

療実態の透明化推進、③安全対策に関するコンセンサスの形成→標準的方法の提

示、④安全な無痛分娩体制構築の前提となるチーム医療推進のための研修体制の

構築、⑤公開フォーラムの開催等による社会への情報提供の 5 点が示され、基本

的な合意が得られた。 

(オ)本研究の進め方について、本研究課題の性質上、検討内容が専門性の高いものと

ならざるを得ないが、その一方で、社会的関心の強さを考慮すると、検討過程を

可能な限り透明化することも必要となっていること、今年度に限定された特別研

究であり、迅速に進める必要があることを考慮して、本研究では、「公開検討会」

と「作業部会」という構成で、平行して検討を進めること、「公開検討会」では構

成員を絞り、情報の共有と課題の整理、対策のとりまとめを中心とすること、「作

業部会」では調査分析と対策案の立案等の専門性の高い検討を行うこととし、両

者を平行して検討を進めることにするという方向性が示され、同意が得られた。

また、検討過程で早期実施が妥当とされた対策については、とりまとめを待たず

に、適宜、実施を提言することによって迅速性を担保することとした。 

(カ)公開検討会の構成員は、研究代表者・研究分担者・医療安全の立場・麻酔科の立

場・看護の立場・患者（妊産婦）の立場・日本医師会代表・産婦人科医の立場の

者とし、作業部会の構成員は、日本産科婦人科学会・日本産科麻酔学会・日本産

婦人科医会・日本麻酔科学会・日本周産期新生児医学会・患者の立場の者とする

ことを確認し、研究の当面の進め方についての叩き台を大筋で承認した。 

5． 研究協力者の池田智明先生より、妊産婦死亡症例検討評価委員会「母体安全への提言 

2016」についての説明とその内容に関する質疑が行われた。池田教授はその説明の中で、

妊産婦死亡例の検討の過程で、硬膜外無痛分娩における局麻中毒による死亡例が見いだ

されたこと、それ以外にも母体死亡症例の中で無痛分娩を行っていた症例が、わが国の

無痛分娩の頻度から想定される数より多い可能性が指摘されたこと等の報告がなされ

た。 

6． 研究分担者の石渡勇先生より、日本産婦人科医会で実施し、現在集計を進めている「分

娩に関する調査」についての中間報告がなされ、その内容に関する質疑が行われた。こ

の調査では、全分娩取扱医療機関 2391施設を対象に過去 3年間の無痛分娩、帰省分娩、

未受診妊婦の実数を調査するとともに、産科麻酔についての実情などについても調査が

行われている。1423 施設から回答が寄せられ、回収率は 59.5％となっており、回答施



設での分娩取扱数は年間約 60万件、全出生の約 60％をカバーしている施設からの集計

となっている全分娩数に占める無痛分娩の割合は平成 26 年度全体で 4.6％、病院で

4.25％、診療所で 5.02％、平成 27年度全体で 5.5％、病院で 5.02％、診療所で 5.90％、

平成 28年度全体で 6.1％、病院で 5.53％、診療所で 6.61％となっており、病院でも診

療所でも無痛分娩の占める割合が年々増加していることが示された。産科麻酔への麻酔

科医の関与状況、インシデント、アクシデントの発生状況については、現在集計を急い

でいる段階とのことだった。質疑の中で、わが国の分娩の現場で無痛分娩が平成 20 年

度の調査（2.6％）と比較して相当高頻度に行われていること、そして過去 3 年間にお

いても年々増加しているという事実及びその背景となっている妊産婦の側のニーズの

増大が指摘された。麻酔科医が不足し、分娩の現場に関与できる施設が限定されている

中で、安全な無痛分娩の実施体制を確立していくことの重要性が再認識された。 

7． その後、全体的な意見交換が行われた。その中で、無痛分娩の実施件数が、医会調査以

前の認識よりかなり多いという今回の調査結果は、無痛分娩実施例で母体死亡の頻度が

高いとは言えないかもしれないことを示しており、その点については今後慎重に検討す

る必要性が指摘された。意見交換の結果、以下のような方向性が確認された。わが国の

無痛分娩の安全性確保のため、多くの課題について、迅速に検討し、今後の方向性を明

確にすることが本研究班の任務であること。検討すべき課題としては、無痛分娩の実態

把握、安全性確保のための必要条件の整理、無痛分娩施設の情報公開・開示・共有の方

策の立案、安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有方法の

立案、研修体制の整備と産科麻酔専門医・技術認定制度等が挙げられ、今後作業部会で

検討を進める方向となった。 

8． 最後に、今後の研究の進め方について、医会調査最終集計を待って、出来るだけ早期に

作業部会を開催し、第 1回公開検討会で示された諸課題について検討を進めること、第

2 回公開検討会についても早期に開催できるように研究を進めていくことを確認し、会

議を終了した。 

9． 会議終了後、傍聴された報道関係者に対し、研究代表者の立場で取材に応じ，本研究班

発足時点での考え方、今後の検討の見通し等について説明を行った。 
以上 

 



平成 29 年 9 月 16 日 

 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）  

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 

 

第 1 回作業部会（通算第 2 回班会議）議事次第 

 

日時：平成 29 年 9 月 16 日（土曜） 16：00～19：00 

会場：フクラシア東京ステーション 6-E 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 朝日生命大手町ビル 6 階 

 

司会：研究代表者 海野信也 

 

1． 研究代表者あいさつ 

2． 厚生労働省医政局地域医療計画課 救急・周産期医療等対策室長あいさつ 

3． 研究分担者・研究協力者 紹介 

 

4． これまでの経過 研究代表者 海野信也 

(ア) 本研究の目的と研究班発足の経緯説明  

(イ) 第 1 回公開検討会の経過説明  

 

5． 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」集計結果報告 研究分担者 石渡 勇 

(ア) 意見交換 

(イ) 今後の進め方について 

 

6． 「第 1 回公開検討会を踏まえた作業部会で検討すべき課題」について 研究代表者 海

野信也 

(ア) 意見交換 

(イ) 作業部会における研究の進め方 

(ウ) 研究全体のタイムライン：公開検討会・作業部会 

(エ) 役割分担 

 

7． 事務連絡 

 

 



8． 配付資料 

1) 日本産婦人科医会 「分娩に関する調査」結果報告書 

2-1) Optimal Goals for Anesthesia Care in Obstetrics （ASA） 

2-2) GUIDELINES FOR NEURAXIAL ANESTHESIA IN OBSTETRICS (ASA) 

2-3) 「めざすべき産科麻酔の到達目標について」（2-1 翻訳）；「産科領域の区域麻酔ガ

イドライン」（2-2 翻訳） 
2-4) Practice Guidelines for Obstetric Anesthesia (ASA and SOAP) 
2-5) PRACTICE BULLETIN: clinical management guidelines for obstetrician–
gynecologists Obstetric Analgesia and Anesthesia 
2-6) 局所麻酔薬中毒への対応プラクティカルガイド（日本麻酔科学会） 
3）天野完先生提出 産婦人科吉田クリニック「硬膜外鎮痛法による無痛分娩―カテー

テルトラブル、分娩予後について」 
 

 以上 



1 
 

平成 29 年 9 月 25 日 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 
 

第 2 回研究班会議（第 1 回作業部会）議事概要 
 

1. 日時：平成 29年 9月 16日（土曜） 16：00～19：15 

2. 会場：フクラシア東京ステーション 6-E 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 朝日生命大手町ビル 6 階 

3. 出席者： 

(ア)研究代表者（事務局）：海野信也 

(イ)研究分担者（事務局）：石渡勇・板倉敦夫 

(ウ)研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・石川紀子・前田津紀夫・温泉川梅代 

② 作業部会構成員：・永松 健・天野 完・奥富俊之・橋井康二・角倉弘行・

照井克生 

(エ)厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室：徳本史郎・飯塚悠

祐 

4. 議事概要 

 

1. 司会は研究代表者 海野信也が担当した。冒頭、配布資料の説明及び、交通費等の請

求方法についての説明が行われた。 

2. 研究代表者海野信也の挨拶の後、厚生労働省医政局地域医療計画課 救急・周産期医

療等対策室長のあいさつがなされた。 

3. 研究分担者・研究協力者の紹介を行った。 

4. これまでの経過について、研究代表者海野信也が説明し、本研究の目的と研究班発足

の経緯説明 を説明した後、第 1 回公開検討会の経過説明を行った。 

5. 続いて日本産婦人科医会「分娩に関する調査」の集計結果報告を研究分担者の石渡勇

が行い、その後意見交換がなされた。その結果、以下のようなコンセンサスが得られ

た。 

(ア) わが国の無痛分娩の実態把握について、無痛分娩は（おそらく地域差があるが）、

妊産婦の要望の増大を背景に急速に増加している。本調査により、産科の現場に

おける麻酔科医の関与状況が一定程度示された。麻酔科医は増加傾向にあるが、

依然絶対的に不足している。一般の産科診療所で常勤麻酔科医を確保することは

（報酬を十分支払うことが難しいこと、麻酔科医の業務量が限定されること等の
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理由から）事実上不可能と考えられ、今後短期的に抜本的な改善を期待すること

はできない。この事実を認識し、社会とも共有する必要がある。 

(イ) また調査結果の集計方法について意見が出され、既存データを用いて、以下の項

目について追加集計を医会に要望する。（無痛分娩の絶対数（病院・診療所別）・

病院・診療所の無痛分娩施設数・無痛分娩取扱病院・診療所の地域分布（可能な

ら）・病院・診療所の無痛分娩数分布・麻酔科標榜医を有する産科医の数） 

(ウ) （無痛分娩で妊産婦死亡が増加するのかどうか）無痛分娩と非無痛分娩における

妊産婦死亡数の差について、母体死亡検討班として明確な結論を示すように要望

する。 

(エ) 医会調査において麻酔の合併症である「過量投与」「局所麻酔薬中毒」「全脊髄く

も膜下麻酔」の発生を報告したのべ 29 施設への（無痛分娩時の合併症なのかどう

かについて）追加調査実施の検討を医会に要望する。 

(オ) 次年度以降の調査継続のため、医会で実施している年次医療施設調査の調査項目

に産科麻酔・無痛分娩関係の項目の追加の検討を要望する。具体的な要望内容に

ついては、研究班の構成員で検討し、具体的な要望内容を決定する。 

 

6. 「第 1 回公開検討会を踏まえた作業部会で検討すべき課題」について研究代表者海野

信也から説明し、課題毎に検討を行い、以下のようなコンセンサスを得た。 

(カ) 課題（1）：医会調査の分析・評価（前項に記載） 

(キ) 課題（2）安全な無痛分娩のための必要条件の整理：施設・設備・機器に関する要

件、術者の研修・経験・能力に関する要件、診療体制（医療スタッフの配置等を

含む）に関する要件に分けて、日本産科麻酔学会所属の麻酔科医を中心に叩き台

としての原案を作成する。その妥当性や実現可能性について医会で検討し、次回

の作業部会で論点を整理する 

(ク) 課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方：無痛分娩施設ごとに公

開すべき情報の内容を研究班として整理する。課題(2)の検討の状況を確認しつつ、

できるだけ早期にまとめる。その上で、無痛分娩実施施設登録制度の導入とデー

タベースを介した情報の公開についても検討していく。 

(ケ) 課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有方

法について：医会の偶発事例報告事業に組み込むことができないか医会での検討

を要望する。 

(コ) 課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備：産婦人科専攻医の麻酔研修の充

実の必要性が指摘されてきている。「無痛分娩の安全性確保のための必要条件」が

ある程度整理された段階で課題(6)とともに検討を進める必要がある。産科麻酔の

危機対応については、既に JCMELSの研修会のシナリオへの追加を検討しており、

その部分の研修体制の整備は JCMELS の枠組みの活用が可能と考えられる。 
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(サ) 課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について：課題(2)の検討結

果を前提に、課題(5)とともに検討を進める。 

7. 今後の研究の進め方について検討し、10 月に課題（1）から（3）を中心として作業部

会をもう一度開催し、その上で、公開検討会を開催する方向で進めることになった。 

 

8. 配付資料 

1) 日本産婦人科医会 「分娩に関する調査」結果報告書 

2-1) Optimal Goals for Anesthesia Care in Obstetrics （ASA） 

2-2) GUIDELINES FOR NEURAXIAL ANESTHESIA IN OBSTETRICS (ASA) 

2-3) 「めざすべき産科麻酔の到達目標について」（2-1 翻訳）；「産科領域の区域麻酔ガ

イドライン」（2-2 翻訳） 
2-4) Practice Guidelines for Obstetric Anesthesia (ASA and SOAP) 
2-5) PRACTICE BULLETIN: clinical management guidelines for obstetrician–
gynecologists Obstetric Analgesia and Anesthesia 
2-6) 局所麻酔薬中毒への対応プラクティカルガイド（日本麻酔科学会） 
3）天野完先生提出 産婦人科吉田クリニック「硬膜外鎮痛法による無痛分娩―カテー

テルトラブル、分娩予後について」 
以上 
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平成 29 年 10 月 29 日 

 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 

 

第 2 回作業部会（通算第 3 回班会議）議事次第 

 

日時：平成 29 年 10 月 29 日（土曜） 16：00～19：00 

会場：フクラシア東京ステーション 6-G 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 朝日生命大手町ビル 6 階 

 

司会：研究代表者 海野信也 

 

1． 研究代表者あいさつ 

2． 厚生労働省医政局地域医療計画課 救急・周産期医療等対策室あいさつ 

3． 出席の研究分担者・研究協力者 紹介 

 

4． これまでの経過 研究代表者 海野信也 

(ア) 第 1 回公開検討会・第 1 回作業部会の経過説明（資料 1-1, 1-2, 2-1, 2-2） 

 

5． 作業部会検討課題の検討 

① 医会調査の分析・評価 

1. 医会よりの報告 

(ア) 医会調査の追加集計結果（資料 3-1. 3-2, 3-3） 

(イ) 医会調査における麻酔合併症報告施設への追加調査状況（資料 4） 

(ウ) 次年度以降の調査継続に関する医会の検討状況 

2. 意見交換・論点整理 

3. 公開検討会で公表する内容の確認 

 

② 安全な無痛分娩のための必要条件の整理 

1. 日本産科麻酔学会所属の麻酔科医が中心となって作成した「叩き台」（資

料 5-1, 5-2, 5-3, 5-4） 

2. 「叩き台」に対する医会の検討結果（資料 6） 

3. 意見交換・論点整理 

4. 公開検討会で公表する内容の確認 
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③ 無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方 

1. 日本産科婦人科学会・日本産婦人科医会からの構成員及び阿真構成員に

よる検討結果（資料 7-1, 7-2, 7-3） 

2. 意見交換・論点整理 

3. 公開検討会で公表する内容の確認 

 

④ 安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有方法に

ついて 

1. 日本産婦人科医会における検討状況 

2. 意見交換・論点整理 

 

⑤ 「医師・医療スタッフの研修体制の整備」に関する論点整理（資料 8） 

1. 対象 

2. 方法 

3. 実施主体 

4. 評価方法 

 

⑥ 「産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度」に関する論点整理 

1. 制度の必要性 

2. 運営主体 

3. 制度のイメージ・概要 

4. 制度を作る場合のタイムライン 

 

6． 無痛分娩が実施された症例における妊産婦死亡の頻度について 
 

7． 追加資料：無痛分娩関連報道  （資料 9、資料 10） 

 

8． 事務連絡 

 

 
 以上 
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平成 29 年 10 月 30 日 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 
 

第 3 回研究班会議（第 2 回作業部会）議事概要 
 

1. 日時：平成 29年 10月 29 （日曜） 16：00～19：10 

2. 会場：フクラシア東京ステーション 6-G 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 朝日生命大手町ビル 6 階 

3. 出席者： 

(ア)研究代表者（事務局）：海野信也 

(イ)研究分担者（事務局）：石渡勇・板倉敦夫 

(ウ)研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・飯田宏樹・石川紀子・後信・温泉川梅代 

② 作業部会構成員：天野完・池田智明・橋井康二・角倉弘行・照井克生・中山

敏男（永松健構成員代理） 

(エ)厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室：徳本史郎・飯塚悠

祐・井上恵莉・祝原 賢幸 

 

4. 議事概要 

 

1. 司会は研究代表者 海野信也が担当した 

2. 研究代表者海野信也の挨拶の後、厚生労働省医政局地域医療計画課 救急・周産期医

療等対策室長のあいさつがなされた。 

3. 研究分担者・研究協力者の紹介を行った。 

4. これまでの経過について、研究代表者海野信也が説明し、配付資料の概要を説明した。 

5. 続いて、検討課題について順次検討を行った。 

(ア) 検討課題(1)「医会調査の分析・評価」：日本産婦人科医会「分娩に関する調査」の

再集計結果報告を研究分担者の石渡勇が行い、その後意見交換がなされた。その

結果、以下のような結論が得られた。 

① 次回の公開検討会までに、医会で今回の調査結果全体をまとめた報告書を作

成すること。その際、無痛分娩施設数の年次推移についてのデータを追加す

ること。 

② インシデント・アクシデント事例に関する追加調査については、現在医会で

11 月末を締切として開始している。 
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③ 次年度以降、実態把握を継続する必要があり、医会で実施している年次医療

施設調査の調査項目に産科麻酔・無痛分娩関係の項目を追加することが検討

されている旨報告があった。 

 

(イ) 検討課題(2)「安全な無痛分娩のための必要条件の整理」： 

① 日本産科麻酔学会からの叩き台及びそれに対する医会の意見が示され、それ

について意見交換を行った。 

② その結果、「施設・設備・機器に関する要件」「診療体制に関する要件」につ

いては、意見の相違はないことが確認された。 

③ 「術者の研修・経験・能力に関する要件」特に「無痛分娩担当医にとって望

ましい診療経験」について議論が集中した。「麻酔科標榜医相当の臨床研修」

とするのが理想的で安心感をもたらすと考えられるが、現場で無痛分娩を実

施している産婦人科医が、追加的に研修することを求めるのは現実的でない。

議論の結果、「新規に無痛分娩を担当する医師が目標とするべき診療経験」と

しては麻酔科標榜医相当が望ましいが、これは再教育的な基準とはせず、現

場の産婦人科医に対しては、（検討課題 3 と関連して）自らの診療経験に関す

る情報を公開することと産科麻酔関連の講習会受講、救急蘇生コースの受講

等を求める、という方向になった。 

④ 次回公開検討会までに、研究班で案を作成し、公開検討会でさらに検討する

方針とした。 

 

(ウ) 検討課題(3)「無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方」：検討の結果、以下

のような結論を得た。 

① 無痛分娩施設ごとの情報公開と情報公開施設の登録の仕組みを両輪として事

業を展開する。 

② 研究班として、無痛分娩施設に対し、施設情報の HP 等を通じた公開を呼びか

ける。 

1. 研究班の構成員関連施設では、例示的な意味を含め、先行的に情報公開

を開始する。 

2. 検討課題（2）で検討する「安全性確保の必要条件」及び（以下の 3．で

検討する）「公開が望ましい施設情報」を示した上で、施設情報の公開を

学会・医会等を通じて呼びかける。 

③ 公開が望ましい施設情報 

1. 以下の 4 項目については先行的に情報公開を要望する。 

(ア) 施設の無痛分娩の標準的プロトコール（硬膜外麻酔、CSEA その他、

計画分娩、24 時間対応等） 
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(イ) 施設の無痛分娩の診療実績（年間分娩数、年間無痛分娩数等） 

(ウ) 施設の無痛分娩に関する説明と同意文書 

(エ) 無痛分娩に関連したインシデント・アクシデント報告制度への参画

の有無 

2. 以下の 2 項目については、検討課題（2）の検討結果を踏まえて、その内

容について検討し、成案を得た上で各施設に情報公開を要望する。 

(ア) 施設の無痛分娩の（母児の救急蘇生体制を含む）診療体制 

(イ) 無痛分娩担当者の人数とそれぞれの麻酔科研修実績と無痛分娩実施

実績（経験症例数等） 

④ 「積極的に情報公開に取り組む無痛分娩施設」を登録し、そのリストを公開

する仕組みを作り、国民が評価、判断してもらう。 

1. 「無痛分娩施設情報検討 WG（仮称）」を組織し、無痛分娩施設の情報公

開に関する検討及び社会への情報提供を担当する。 

2. 実施主体：（平成 30 年度以降の取組みを考慮して）日本産科婦人科学会・

日本産婦人科医会・日本産科麻酔学会で組織してはどうか。 

3. 検討の内容：各施設の情報開示内容 

4. 登録の目的：情報公開に積極的に取り組んでいる無痛分娩施設を明らか

にすること：一定の条件（安全性確保のための必要条件ではなく、施設

情報の「積極的な情報公開に取り組んでいる」かどうかという条件）を

満たす無痛分娩施設リストの公開を通じて社会への情報提供を行う。 

 

(エ) 検討課題(4)「安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共

有方法について」：以下のような結論となった。 

① 日本産婦人科医会の既存の制度を活用する 

1. 偶発事例報告制度：日本産婦人科医会では、満期新生児死亡、新生児脳

性麻痺、産婦人科異状死、 医事紛争事例及びそれに準ずるような医療事

故および医療過誤について会員に報告を求め、集積された報告例をもと

に再発防止策を検討し、現場にフィードバックしている。「偶発事例報告

書」の改訂を行い、無痛分娩施設が無痛分娩に係る有害事象を医会に報

告できる体制を整備する。 

2. 妊産婦死亡報告：妊産婦死亡報告書に無痛分娩の項目を追加する。 

 

(オ) 検討課題(5)「医療・医療スタッフの研修体制の整備」： 

① 研修体制整備の方策について意見交換を行った。 

② 専門各学会に対して「無痛分娩研修プログラム」の立案とそのための研修会

等の開催や学術集会等における研修の機会の提供を依頼することが提案され
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た。 

③ 研修の内容（麻酔技術そのものの研修、無痛分娩に関する研修等）、研修の対

象（産婦人科医、麻酔科医、助産師等の医療スタッフ）の多様性を踏まえ、

検討課題（2）の検討結果に基づいて、必要な研修内容を検討し、研修プログ

ラムの作成とその機会の提供を各学会に依頼する方向で検討を進めることに

なった。 

 

(カ) 検討課題(6)「産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について」： 

① 現状のままの体制では制度設計が困難であることから、当面、検討課題（2）

および（3）の検討を進めていく。 

 

 

6. 無痛分娩が妊産婦死亡に与える影響について、意見交換を行った。 

 

 

以上 
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平成 29 年 11 月 22 日  
  
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）   
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」   

研究代表者 海野信也（北里大学病院長）  
  

第 4 回研究班会議（第 2 回公開検討会）議事次第 
  
日時：平成 29 年 11 月 22 日（水曜） 9：00～11：00  
会場：ステーションコンファレンス東京 602CD  
〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー  
  
司会：研究代表者 海野信也  
         
1． 研究代表者 あいさつ  

 
2． 第 1 回公開検討会以降の研究経過報告（資料 A） 研究代表者 海野信也 

(ア) 第 1 回公開検討会を踏まえた作業部会で検討すべき課題 
(イ) 第 1 回・第 2 回作業部会の検討経過について 

① 第 1 回作業部会 平成 29 年 9 月 16 日（土曜）開催 
 研究代表者 1 名・研究分担者 2 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構

成員 4 名出席 
② 第 2 回作業部会 平成 29 年 10 月 29 日（日曜）開催 

 研究代表者 1 名・研究分担者 2 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構

成員 5 名出席 
 

3． 各検討課題の検討状況報告と意見交換 
(ア) 検討課題（1）医会調査の分析・評価 

① 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」集計結果（資料 1-1） 
② 二次調査の内容と進行状況（資料 1-2） 
③ 次年度以降の実態把握の方法について 

(イ) 検討課題（2）安全な無痛分娩のための必要条件の整理 
① 安全な無痛分娩のための必要条件の整理「論点整理」（資料 2-1, 2-2, 2-3, 2-4, 

2-5） 
② 参考資料（資料 2-6-1, 2-6-2, 2-6-3, 2-6-4, 2-6-5, 2-6-6） 

(ウ) 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方（資料 3） 
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(エ) 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共

有方法について（資料 4） 
(オ) 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備（資料 5-1, 5-2） 
(カ) 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について 

 
4． 意見交換  

(ア) 今後の研究の進め方について  
(イ) その他 

 
5． 事務連絡  
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平成 29 年 11 月 30 日  
  
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）   
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」   

研究代表者 海野信也（北里大学病院長）  
  

第 4 回研究班会議（第 2 回公開検討会）議事概要 
  
1. 日時：平成 29 年 11 月 22 日（水曜） 9：00～11：25  
2. 会場：ステーションコンファレンス東京 602CD  

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー  
3. 出席者： 

(ア)研究代表者（事務局）：海野信也 

(イ)研究分担者（事務局）：石渡勇・板倉敦夫 

(ウ)研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・飯田宏樹・後信・前田津紀夫・温泉川梅代 

② 作業部会構成員：天野完・角倉弘行・照井克生・永松健・奥富俊之 

(エ)厚生労働省医政局地域医療計画課  

① 佐々木健 課長 

② 救急・周産期医療等対策室：井上恵莉・祝原 賢幸・ 

4. 議事概要 

① 司会は研究代表者である海野信也が担当した。 

② 研究代表者があいさつを行い、この検討会を公開で行うこと、議事録は作成

しないが記録のため録音は行うこと、検討会終了後傍聴者への説明の機会を

設けることを説明し了承された。 

③ 第 1 回公開検討会以降の研究経過報告：研究代表者 海野信也が資料 A に沿っ

て以下の事項について説明を行った。  
1. 第 1 回公開検討会を踏まえた作業部会で検討すべき課題として 6 項目が

抽出され、それについて、以下の 2 回の作業部会で検討を行ったこと。 
・第 1 回作業部会 平成 29 年 9 月 16 日（土曜）開催（研究代表者 1 名・

研究分担者 2 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構成員 4 名出席）。 
・第 2 回作業部会 平成 29 年 10 月 29 日（日曜）開催（研究代表者 1
名・研究分担者 2 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構成員 5 名出席） 

2. 6 項目の検討課題について、順番に検討経過について説明し、第 2 回の検

討会では、これまでの検討を前提としてさらに議論が行われること。 
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④ 各検討課題の検討状況報告と意見交換：各検討課題について、検討状況が報

告され、その後意見交換が行われた。 
 
1. 検討課題（1）医会調査の分析・評価 

 研究分担者の石渡より報告され、意見交換が行われた。 
(ア) 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」集計結果（資料 1-1） 

 一次調査結果全体の報告が行われた。 
(イ) 二次調査の内容と進行状況（資料 1-2） 

 二次調査は一次調査でヒヤリハット事例の報告があった 224 施

設を対象として、有害事象の内容に関する追加調査として実施

中であり、12 月中には集計される予定との報告があった。 
(ウ) 次年度以降の実態把握の方法について 

 無痛分娩の実施状況については、医会が実施している年次施設

調査において平成 30 年以降、無痛分娩関連項目を追加すること

で把握が可能な体制を整備する旨、報告があった。 
 

2. 検討課題（2）安全な無痛分娩のための必要条件の整理 
 研究代表者の海野より資料に基づいて検討状況の報告が行われ、

意見交換がなされた。 
(イ) 施設の体制要件については「無痛分娩麻酔管理者」の要件は「麻酔

担当医」の要件とは異なるとの指摘があり、研究班で検討すること

となった。また、麻酔担当医の任務について、その所在範囲につい

て議論があり、安全性を確保しつつ現実的な表現となるよう、研究

班で検討することとなった。 
(ウ) 設備・機器・同意書要件については、特に意見は出ず、ほぼコンセ

ンサス形成がなされていると考えられた。 
(エ) 術者要件については、産婦人科専門医が研修実績の内容について議

論になり、コンセンサス形成には至らなかった。研究班で議論を整

理して、修正案を作成することになった。 
(オ) 診療体制に関する要件については、助産師・看護師が「無痛分娩に

関する看護ケアに習熟」するための研修内容について、検討の必要

性が指摘された。 
 

3. 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方（資料 3） 
 研究代表者の海野より資料に基づいて検討状況の報告が行われ、

意見交換がなされた。 
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 情報公開の内容は、一般にわかりやすいものを先に掲載するこ

とが望ましいとの指摘があった。 
 原案の内容でほぼ意見集約がなされた。 

 
4. 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・

分析・共有方法について（資料 4） 
 研究分担者の石渡より資料に基づいて検討状況の報告が行われ、

意見交換がなされた。 
(イ) 医会偶発事例報告の内容が報告され、これに「無痛分娩に関わる事

例」が含まれていること、今後積極的報告を呼びかけることで、有

害事象把握を行っていく方針が述べられた。 
(ウ) 妊産婦死亡報告事業では妊産婦死亡症例について、麻酔関係の情報

について詳細に検討する体制となっていることがデータに基づいて

述べられた。 
 

5. 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備（資料 5-1, 5-2） 
 研究代表者の海野より資料に基づいて検討状況の報告が行われ

た。 
6. 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について 

 研究代表者の海野より検討状況の報告が行われた。 
 

⑤ 今後の研究の進め方について ：次回以降の作業部会、公開検討会の開催につ

いては、今後事務局で検討し、改めて連絡することとなった。 
 

以上 
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平成 30年 1 月 11日 

 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 

 

第 3回作業部会（通算第 5回班会議）議事次第 

日時：平成 30年 1月 11日（木曜） 15：00～17：00 

会場：フクラシア東京ステーション 6G 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 朝日生命大手町ビル 6階 

 

司会：研究代表者 海野信也 

1． 研究代表者あいさつ 

2． 出席の研究分担者・研究協力者 紹介 

 

3． これまでの経過 研究代表者 海野信也 

(ア) 第 2回公開検討会までの経過説明（資料 A） 

 

4． 各検討課題の検討状況報告と意見交換 

(ア) 検討課題（1）医会調査の分析・評価 

① 二次調査の結果報告（資料 1） 

(イ) 検討課題（2）安全な無痛分娩のための必要条件の整理 

① 安全な無痛分娩のための必要条件の整理 研究班案修正版（資料 2） 

(ウ) 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方 

① 無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方 研究班案修正版（資料 3） 

(エ) 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共

有方法について 

① 安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有方法 研

究班案（資料 4-1） 

② 患者等からの相談を受ける窓口（資料 4-2） 

(オ) 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備 

① 医師・医療スタッフの研修体制の整備 研究班案（資料 5-1） 

② J-CIMELの取り組み状況（資料 5-2） 

③ 「無痛分娩に関する看護ケアに習熟した助産師・看護師」の養成について（資

料 5-3） 

(カ) 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について 

① 産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度等に関する検討 研究班案（資

料 6） 
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5． 無痛分娩の安全性に関する検討 

(ア) 厚生労働省からの研究班への検討依頼事項（資料 7-1） 

(イ) 妊産婦死亡症例検討評価委員会「無痛分娩、分娩誘発と妊産婦死亡」報告書（資

料 7-2） 

(ウ) コメント「現在わが国で普及にしている無痛分娩の安全性について」（資料 7-3） 

(エ) 「正常分娩と無痛分娩のリスク比較について、患者目線のまとめ」例（資料 7-4） 

 

6． 今後の本研究の進め方および報告書のとりまとめについて（資料 8） 

 

7． 追加資料 

 

8． 事務連絡 

 

 

 以上 
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平成 30 年 1 月 15 日 

 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 

 

第 3 回作業部会（通算第 5 回班会議）議事概要 

 

1. 日時：平成 30 年 1 月 11 日（木曜） 15：00～17：30 

2. 会場：フクラシア東京ステーション 6G 〒100-0004 東京都千代田区大手町 2-6-1 

朝日生命大手町ビル 6 階 

3. 出席者 

(ア)研究代表者（事務局）：海野信也 

(イ)研究分担者（事務局）：石渡勇 

(ウ)研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・飯田宏樹・後信（テレビ会議）・前田津紀夫・

温泉川梅代 

② 作業部会構成員：天野完・奥富俊之・角倉弘行・照井克生・永松健・奥富俊

之 

1. 厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室長：徳本史

郎 

2. 厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室：井上恵莉・

祝原 賢幸・飯塚悠祐 

3. 厚生労働省医政局総務課医療安全推進室長：名越究 

4. 議事概要 

① 司会は研究代表者の海野信也が担当した。 

② 研究代表者あいさつの後、議事に入った。 
③ 研究代表者の海野信也第 2 回公開検討会までの経過説明を資料 A を用いて行

った。 

④ 次に、各検討課題の検討状況報告と意見交換を行った。 
(ア) 検討課題（1）医会調査の分析・評価 

① 研究分担者の石渡より、資料 1 を用いて、追加で実施した二次調査の集計結

果が報告された。一次調査で有害事象を報告した 224 施設を対象として二次

調査を行ったが、回答は 33 施設のみであり、29 施設から 63 事例が報告され

た。重大事例として 5 例が示されたが、局麻薬中毒として報告された症例は

高位脊麻あるいはアナフィラキシーショックではないかとの意見があり、医
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会で再検討することになった。 
 

(イ) 検討課題（2）安全な無痛分娩のための必要条件の整理 
① 第 2 回公開検討会での意見を反映させた修正案を研究班の構成員にメールで

示し、それに対する意見を集約して作成された「安全な無痛分娩のための必

要条件の整理 研究班案修正版（資料 2）」を用いて海野から検討経過の報告

があった。 
② 新たに追加した「無痛分娩麻酔管理者の要件（案）」については、修正の上ほ

ぼ合意が得られた。 
③ 「麻酔術者の要件（案）」については、2 案が提示されたが、協議の結果、文

言の調整により合意可能と判断され、修正案を事務局で作成し、再提示する

ことになった。 
 

(ウ) 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方 
① 第 2 回公開検討会での意見を反映させた修正案を研究班の構成員にメールで

示し、それに対する意見を集約して作成された「無痛分娩施設の情報公開・

開示・共有のあり方 研究班案修正版（資料 3）」を用いて海野から検討経過

の報告があった。 
② 「無痛分娩施設情報 WG（仮称）」設置の検討の進め方としては、研究班から

構成員となることが期待される学会。団体に先に参画依頼を行うという B 案

で合意した。また日本麻酔科学会に対しても依頼を行う方針となった。 
③ それ以外の記載については、文言を修正することで合意できる見通しとなり、

事務局で修正案を作成し、再提示することになった。 
④ 研究班の構成員の施設で情報公開を前倒しで進めていただくよう研究代表者

から要望がなされた。 
 

(エ) 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共

有方法について 
① 「安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有方法 

研究班案（資料 4-1）」を用いて海野から検討経過の報告があった。医会の施

設調査による実施件数把握、偶発事例報告システムによる有害事象の把握、

妊産婦死亡報告事業による死亡症例の把握という 3 つの方策を用いることが

現実的、という認識で一致した。 
② 収集された事例の分析方法については医会で検討することになった。検討結

果の周知については、月刊の医会報等による方法が提案された。 
③ 名越医療安全推進室長より資料 4－3（追加資料）を用いて国が関与している
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「無痛分娩でのインシデント・アクシデントの報告制度」として「医療事故

調査制度」「医療事故情報収集等事業」「産科医療補償制度」についての説明

があった。「医療事故調査制度」は対象が死亡症例のみであること、「医療事

故情報収集等事業」は大学病院・ナショナルセンター・国立病院機構は報告

が義務づけられているが、一般病院診療所については任意参加であること、

「産科医療補償制度」は新生児の重症脳性麻痺症例に対象が限定されること

等、それぞれの制度が有する限界について情報を共有した。 
④ 第 2 回公開検討会で、医療機関からの有害事象報告については一定程度の仕

組みがあるものの、患者及びその家族からの情報を受けて分析・再発防止に

つなげる仕組みが不十分なのではないかとの指摘があり、厚労省でその点に

ついて検討することとなっていた。名越医療安全推進室長より「患者等から

の相談を受ける窓口（資料 4－2）」を用いて説明があった。医療機関における

患者相談窓口（特定機能病院で規定）、都道府県、保健所設置市、特別区等に

おける「医療安全支援センター」、死亡事故に限定される「医療事故・調査支

援センター」があるが、「医療安全支援センター」や「医療事故・調査支援セ

ンター」が把握した情報は、基本的に医療機関への情報提供には役立てられ

るもののそれを集約して専門家が分析する等の対応は難しいのが現実である

ことが明らかになった。 
⑤ 温泉川構成員から患者等からの相談窓口としては、地区医師会に苦情相談窓

口があり、相当数の相談を受けていることが指摘された。 
 

(オ) 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備 
① 「医師・医療スタッフの研修体制の整備 研究班案（資料 5-1）」を用いて、

海野よりこれまでの検討経過の報告があった。専門各学会に「産科麻酔研修

プログラム」の立案を依頼するという提案については、特に反対意見はなか

った。 
② 「産科麻酔に関連した病態への対応のための講習会」等の無痛分娩管理責任

者や無痛分娩担当医に受講を求める講習会の具体的内容を明らかにする必要

性が指摘され、研究班で、研究班構成員とともに具体策を検討することとな

った。 
③ 橋井構成員より「J-CIMEL の取り組み状況」について資料 5-2 を用いて説明

があり、「硬膜外麻酔で全脊椎麻酔になり呼吸不全をきたすシナリオ」を用い

た JCIMELS ベーシックコース 4 時間＋産科麻酔関係のコーズ 2 時間という

産科麻酔に特化した 6 時間コースの内容が説明された。 
④ 「無痛分娩に関する看護ケアに習熟した助産師・看護師」の養成について（資

料 5-3）が示され、日本看護協会の、日本助産実践能力推進協議会で本件に関
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する研修プログラムの作成が可能という見解が伝えられた。 
⑤ 教材作成の必要性が指摘された。 

 
(カ) 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について 

① 「産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度等に関する検討 研究班案（資

料 6）」を用いて海野より検討経過が報告された。専門医制度・技術認定制度

等の制度導入にはメリットとデメリットがあり、デメリットを回避するため

には、制度導入に時間をかけ、若手医師を対象とすること、資格保有者以外

の無痛分娩実施を制限しない等の配慮が必要であることについて、議論され、

特に異論はなかった。 
② 専門各学会団体に対して「産科麻酔関連の認定制度等」の導入の要否に関す

る検討を依頼するという提案については、特に異論はなかった。 
(キ) 無痛分娩の安全性に関する検討 

① 厚生労働省から研究班に対して、「研究班の成果物として非無痛分娩と無痛分

娩のリスク比較について患者目線のまとめを作成すること」、「無痛分娩中の

子宮収縮薬の使用実態と、無痛分娩中の子宮収縮薬投与時の分娩監視装置の

装着状況についての検討すること」が要望されたことを踏まえて、前者につ

いては成果物の例が「正常分娩と無痛分娩のリスク比較について、患者目線

のまとめ」例（資料 7-4）として示された。 
② 妊産婦死亡症例検討評価委員会の池田智明構成員に作成を依頼した「無痛分

娩、分娩誘発と妊産婦死亡」報告書（資料 7-2）が示された。その結果、無痛

分娩を行っていた妊産婦死亡 14例は全例で分娩監視装置が装着されていたこ

とが示された。そのうち子宮収縮薬を使用していた 13 例であった。また羊水

塞栓症関連の妊産婦死亡症例では、無痛分娩の有無にかかわらず高頻度で誘

発分娩が認められ、無痛分娩自体が羊水塞栓症による死亡に関連していると

は考えにくいことが示された。 
③ 板倉研究分担者による「現在わが国で普及にしている無痛分娩の安全性につ

いて」（資料 7-3）について意見交換がなされた。 
 

5．今後の本研究の進め方および報告書のとりまとめについて（資料 8） 
(ク) 研究報告書のとりまとめの方向性について、海野が資料 8 を用いて説明した。特

に異論はなかった。 
(ケ) 今後、研究をとりまとめて 2 月頃第 3 回公開検討会及び 3 月頃市民公開講座を開

催して、その研究成果を示す方向で準備を進めることになった。 
 以上  
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「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」研究班構成員名簿 

（〇：公開検討会構成員  □：作業部会構成員） 

 

 事務局 

 研究代表者：海野信也  北里大学病院・院長・産婦人科学 

 研究分担者：石渡 勇  石渡産婦人科病院・院長・産婦人科学 

 研究分担者：板倉敦夫  順天堂大学医学部・教授・産婦人科学 

 研究協力者 

 阿真京子  〇□知ろう小児医療守ろう子ども達の会・代表理事 

 飯田宏樹  〇岐阜大学医学部・教授・麻酔科学 

 石川紀子  〇静岡県立大学看護学部・准教授・助産学 

 後 信   〇九州大学病院・教授・医療安全部長・医療安全学 

 前田津紀夫 〇前田産婦人科医院・院長・産婦人科学 

 温泉川梅代 〇日本医師会・常任理事 

 天野 完  □吉田クリニック・産婦人科学 

 池田智明  □三重大学医学部・教授・産婦人科学 

 奥富俊之  □北里大学医学部・診療教授・麻酔科学 

 角倉弘行  □順天堂大学医学部・教授・麻酔科学 

 照井克生  □埼玉医科大学・教授・麻酔科学 

 永松 健  □東京大学医学部・准教授・産婦人科学 

 橋井康二  □ハシイ産婦人科・ 院長・産婦人科学 



平成 30 年 2 月 12 日  
 平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業）   
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」   

研究代表者 海野信也（北里大学病院長）  
  

第 6 回研究班会議（第 3 回公開検討会）議事次第 
日時：平成 30 年 2 月 12 日（月曜） 10：00～12：00  
会場：ステーションコンファレンス東京 602AB  
〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー  
 司会：研究代表者 海野信也  
 
1． 研究代表者 あいさつ  

 
2． 第 2 回公開検討会以降の研究経過報告  研究代表者 海野信也 

(ア) 第 3 回作業部会：平成 30 年 1 月 11 日（木曜）開催 
 研究代表者 1 名・研究分担者 1 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構

成員 5 名出席 
 

3． 各検討課題の検討状況報告と意見交換 
(ア) 検討課題（1）医会調査の分析・評価 

① 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」二次調査結果概要（資料 1） 
② （参考）第 2 回公開検討会資料 日本産婦人科医会「分娩に関する調査」一

次調査結果（資料 1-1） 
③ （参考）第 2 回公開検討会資料「分娩に関する調査」に関連する二次調査（産

科麻酔）へのご協力のお願い（資料 1-2） 
(イ) 検討課題（2）安全な無痛分娩のための望ましい体制（資料 2、2-1、2-2、2-3、2-4、

2-5） 
(ウ) 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方（資料 3） 
(エ) 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共

有方法について（資料 4） 
(オ) 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備（資料 5、5-1、5-2） 
(カ) 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について（資料 6） 

 
4． 無痛分娩の安全性について 

 
5． 本研究のとりまとめと平成 30 年度以降の方向性について（資料 7、7-1） 



 
 

6． 「市民公開講座」について（資料 8、8-1） 
 

7． 意見交換  
 
8． 事務連絡  

以上 
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平成 30 年 2 月 15 日  
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 
研究代表者 海野信也（北里大学病院長） 

 
第 6 回研究班会議（第 3 回公開検討会）議事概要 

 
1. 日時：平成 30 年 2 月 12 日（月曜） 10：00～12：30  
2. 会場：ステーションコンファレンス東京 602AB  〒100-0005 東京都千代田区丸の内 

1-7-12 サピアタワー  
3. 出席者： 

1. 研究代表者（事務局）：海野信也 
2. 研究分担者（事務局）：石渡勇・板倉敦夫 
3. 研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・飯田宏樹・石川紀子・後信・前田津紀夫・

温泉川梅代 
② 作業部会構成員：天野完・角倉弘行・照井克生・奥富俊之・橋井康二 

4. 厚生労働省医政局地域医療計画課  
① 佐々木健 課長 
② 救急・周産期医療等対策室：井上恵莉・祝原賢幸・飯塚悠祐 

5. 厚生労働省医政局医事課医療安全推進室：中川慧 
4. 議事概要 

1. 司会：研究代表者：司会は研究代表者 海野信也が担当した。本検討会は、

報道関係者及び一般に公開して開催した。冒頭の研究代表者の挨拶について

はテレビ局数社によるカメラ撮影を許可した。 
 

2. 研究代表者海野信也があいさつを行った  
 

3. 司会者による配付資料の確認の後、会議の模様の録音を行うことについて出

席者の同意を得た後、審議を開始した。 
 

4. 第 2 回公開検討会以降の研究経過報告を研究代表者 海野信也が行った。第 3
回作業部会：平成 30 年 1 月 11 日（木曜）開催（研究代表者 1 名・研究分担

者 1 名・作業部会構成員 6 名・公開検討会構成員 5 名出席）の開催と、本公

開検討会開催までの検討経過の概要について説明があった。 
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5. 各検討課題の検討状況報告と意見交換 
① 検討課題（1）医会調査の分析・評価：分担研究者 石渡勇より分娩に関する

調査」二次調査結果を中心に資料を用いて説明があった。 
1. 二次調査の結果、今回の調査回答施設においては無痛分娩に関連する妊

産婦死亡症例はなかったこと、報告施設の認識における麻酔に夜重大な

合併症として高位脊麻、局所麻酔薬中毒、アナフィラキシーショック等

が発生していたが、初期対応によって重篤化は回避できていたと報告さ

れていたことが示された。（資料 1：日本産婦人科医会「分娩に関する調

査」二次調査結果概要・資料 1－1 第 2 回公開検討会資料 日本産婦人科

医会「分娩に関する調査」一次調査結果・資料 1－2 第 2 回公開検討会資

料「分娩に関する調査」に関連する二次調査（産科麻酔）へのご協力の

お願い） 
② 検討課題（2）安全な無痛分娩のための望ましい体制（資料 2、2-1、2-2、2-3、

2-4、2-5）：研究代表者が資料を用いて説明した後、石川構成員より「無痛分

娩に関する看護ケアに習熟した助産師・看護師」の要件と養成のあり方につ

いて、資料 5 の内容を含めて説明が行われた。 
1. 課題名を「必要条件」から「望ましい体制」に変更したこと、項目の順

番の変更を行ったことが報告され、了承された。 
2. 2 ページ目の「輸血用血液製剤を入手する手順が整っており、輸血が必要

な場合は、入手後直ちに輸血を開始できる器材と体制が整備されている

こと。」という文言は不必要であり削除することで一致した。 
3. 6 ページ目の無痛分娩麻酔術者の項、産婦人科専門医の要件のうち、「安

全で確実な気管挿管の能力」において、新たに追加された「また、初年

度のレジデントの麻酔手技の習熟過程に関する研究によると、気管挿管

が 90％の成功率に到達するまでの平均経験症例数は 57 例と報告されて

いる」という文言については挿入することに問題はない、ということで

一致した。 
4. 3 ページの麻酔担当医の任務における定期的な（少なくとも 1－2 時間ご

との）バイタルサインの観察と 8 ページのバイタルサインの記録頻度が

異なるのではないかという指摘に対しては、麻酔記録自体は麻酔担当医

以外が記載する場合もあるということで問題はない、ということで一致

した。 
5. 無痛分娩に関する看護ケアに習熟した助産師・看護師の条件については、

提示案では特に助産師について、ハードルが医師を含めた他の部分の条

件と比較してバランスを欠いて高すぎるのではないかという点が指摘さ

れ、さらに調整を行うことで合意した。 
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③ 検討課題（3）無痛分娩施設の情報公開・開示・共有のあり方（資料 3） 

1. 研究代表者が資料を用いて説明した。全体としては異論なく、コンセン

サスが得られた。 
2. 公開が望ましい施設情報に看護スタッフの研修歴を含めるべきではない

かとの指摘があり、今後検討することになった。 
④ 検討課題（4）安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・

共有方法について（資料 4） 
1. 研究代表者が資料を用いて説明した。日本産婦人科医会で取り組んでき

ている枠組み（医会施設調査・偶発事例報告事業・妊産婦死亡報告事業）

及び国の制度（医療事故調査制度・医療事故情報収集等事業・産科医療

補償制度）による医療機関からの情報収集を介して、無痛分娩に関連す

る有害事象を把握し、検討する体制の構築の必要性について一致した。 
2. 無痛分娩に関連する有害事象に関する患者等からの相談を受ける窓口と

して考えられる制度としては、医療法に規定された各医療機関の「患者

相談窓口」、都道県、保健所設置市等に設置されている「医療安全支援セ

ンター」、日本医療安全調査機構の「医療事故調査・支援センター」及び

地区医師会に設置されている「苦情相談窓口」がある。これらの制度は

一般に十分周知されていない可能性があることが指摘された。 
3. 無痛分娩に関連する有害事象を系統的に収集し、原因分析・再発防止に

つなげていく仕組みを構築することが、無痛分娩の安全性向上のために

必要であり、無痛分娩の合併症のような発生頻度の低い有害事象につい

て収集・分析する方法について検討するよう国に働きかけていく必要性

があるということで一致した。 
4. このような課題があることを明らかにし、今後、関係学会・団体及び国

で継続的に検討していくように提言を行う必要があると考えられた。 
⑤ 検討課題（5）医師・医療スタッフの研修体制の整備（資料 5、5-1、5-2） 

1. 研究代表者が資料 5 を用いて説明した。その後、橋井構成員より

J-CIMELS の活動内容が資料 5-1 を用いて紹介された。J-CIMELS では

母体急変時の救命処置を学ぶ実践的な実技コースを全国で展開しており、

既に 4500 名の産婦人科医、助産師が受講している。「硬膜外麻酔下での

分娩を安全に行うコース」も企画しており、その中では全脊麻や局所麻

酔薬中毒発症時の対応も含まれているとの説明があった。 
2. 「無痛分娩に関する看護ケアに習熟した助産師・看護師」の養成につい

て、検討課題（2）とともに更に検討していくことが必要ということで一

致した。 
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⑥ 検討課題（6）産科麻酔専門医制度・産科麻酔技術認定制度について（資料 6） 
1. 研究代表者が資料 6 を用いて説明した。 
2. 制度導入の際に配慮すべき事項として、「制度の対象を、原則として若手

医師に限定し、」という記載は「若手医師が取得したいと考えるような制

度」という内容にすべきという指摘があった。 
3. 「産科麻酔専門医」とすると帝王切開の麻酔等も含まれるので「無痛分

娩専門医」とすべきとの意見があった。 
4. 医師の裁量権を制限しないものとすべきとの指摘があった。 
5. 研究班として、関係学会・団体に対して「産科麻酔関連の認定制度等」

の導入の要否に関する検討を要望するという方向で一致した。 
 

6. 無痛分娩の安全性について 
① 研究代表者より、無痛分娩の実施率と無痛分娩における妊産婦死亡率の

検討からは無痛分娩において妊産婦死亡が増加するという認識にはなっ

ていないこと、誘発分娩との関係については検討中だが、データが乏し

く結論が得られていない状況であることが口頭で報告された。 
② 研究班の報告書の中には無痛分娩の安全性についての報告が含まれる予

定であるとの説明があった。 
7. 本研究のとりまとめと平成 30 年度以降の方向性について（資料 7、7-1） 

① 研究代表者より資料 7 を用いて説明があった。研究班としては、内容的

に「無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進のための提言」「安全な無

痛分娩のための望ましい実施体制に関する提言」「産科麻酔研修体制の構

築」「社会に対する啓発活動の必要性」を含む提言を作成する予定であり、

これを平成 30年度以降に実現していくことを目指したワーキンググルー

プの設置を関係学会・団体に要望していることが報告された。 
② また国及び社会に対しても、提言を行う方向で検討している旨の説明が

あった。 
③ 研究班として、重大な事故事案を踏まえて、医療者としての倫理的な側

面からの提言を述べるべきなのではないかとの意見があった。研究班と

しては個別事案の詳細については承知していないので、難しい面はある

が今後、報告書作成の過程で検討することとなった。 
8. 「市民公開講座」について（資料 8、8-1） 

① 研究代表者より資料 8 を用いて説明があった。特に異議はなく了承され

た。 
以上 



平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究班構成員の会議への出席状況 
 

 

平成29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

〇：公開検討会構成員

□：作業部会構成員

氏名

第1回班会議
「第1回公開検討会」

Ｈ29.8.23（水）
10：00-12：00

ステーションコンファレ
ンス東京602AB

第2回班会議
「第1回作業部会」

Ｈ29.9.16（土）
16：00-19：00

フクラシア東京6E

第3回班会議
「第2回作業部会」

Ｈ29.10.29（日）
16：00-19：00

フクラシア東京6G

第4回班会議
「第2回公開検討会」

Ｈ29.11.22（水）
9：00-11：00

ステーションコンファレ
ンス東京602CD

第5回班会議
「第3回作業部

会」
Ｈ30.1.11（木）
15：00-17：00

フクラシア東京6G

第6回班会議
「第3回公開検討会」

Ｈ30.2.12（月・祝）
10：00-12：00

ステーションコンファレ
ンス東京602AB

市民公開講座

Ｈ30.3.4（日）
13：00-16：00

ステーションコン
ファレンス東京

503BCD

研究代表者 海野　信也 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究分担者 石渡　勇 ○ ○ ○ ○ ○ ○
○15：30まで

研究分担者 板倉　敦夫 × ○ ○ ○ × ○ ○

研究協力者 〇□ 阿真京子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 〇 飯田宏樹 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 〇 石川紀子 × ○ ○ × × ○ ○

研究協力者 〇 後　信 ○ × ○ ○ ○（テレビ会議） ○ ×

研究協力者 〇 前田　津紀夫 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

研究協力者 〇 温泉川梅代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 □ 天野　完 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 □ 池田　智明 ○ × ○ × × × ×

研究協力者 □ 奥富俊之 ○ ○ × ○ ○ ○ ×

研究協力者 □ 角倉弘行 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 □ 照井克生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

研究協力者 □ 永松　健 ○ ○
○

代理出席　中山敏男
○ ○ × ○

研究協力者 □ 橋井　康二 ○ ○ ○ × ○ ○ ×



平成 30 年 2 月 5 日 
 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」主催 

市民公開講座「無痛分娩についての疑問にお答えします」企画書 
 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（厚生労働科学特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 
研究代表者  海野 信也 

 
1． 目的：無痛分娩の安全性に関する研究班の研究成果を報告するとともに、無痛分娩及び

その安全性に関する一般の方の疑問に答える機会を設けることにより、無痛分娩の安全

性に対して一般の方が抱いている不安、懸念を少しでも軽減、解消すること。 
2． 日時：平成 30 年 3 月 4 日（日曜）13 時より 16 時 
3． 会場：ステーションコンファレンス東京  503 BCD 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー 
JR 東京駅日本橋口直結・八重洲北口改札徒歩 2 分・東京メトロ東西線大手町

駅 B7 出口直結 
 

4． テーマ：「無痛分娩の安全性について」 
5． 構成： 

① 第 1 部：「無痛分娩についてご説明します」 
 司会：宋美玄（丸の内の森レディースクリニック）   

1. お産の安全性と危険性 
 りんくう総合医療センター産婦人科：荻田和秀 

2. 無痛分娩とは－メリットとデメリット－ 
 北里大学周生期麻酔・蘇生学：加藤理絵 

3. わが国における無痛分娩の実態－日本産婦人科医会「分娩に関する調査」

結果について－ 
 研究分担者：石渡 勇 

4. 無痛分娩の安全性を確保するために 
 研究代表者：海野信也 

② 第 2 部：「無痛分娩についての疑問にお答えします」Q&A コーナー 
 司会及びコメンテーター：宋美玄・荻田和秀 
 研究協力者 阿真京子および一般参加者からの質問に、回答する。 



 回答者は原則として研究班の構成員とし、司会及びコメンテーターとし

て、社会啓発活動を行っている産婦人科医の立場から宋美玄先生、救急

医療に従事している産婦人科医の立場から荻田和秀先生にご登壇いただ

く。 
6． 備考: 

① 事前登録は行いません。 
② 託児施設は設けませんが、お子様連れの方を歓迎します。 

 
 

以上 



日時：平成３０年３月４日（日曜）１３時〜１６時 
                    （受付 12時より） 
会場：ステーションコンファレンス東京 ５０３ BCD 
      〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-7-12 サピアタワー 
       JR東京駅日本橋口直結・八重洲北口改札徒歩2分・ 
       東京メトロ東西線大手町駅B7出口直結 
 

第1部：司会 宋 美玄 (丸の内の森レディースクリニック） 
 

 （１）お産の安全性と危険性  
     荻田 和秀 （りんくう総合医療センター  産婦人科） 

 （２）無痛分娩とは－メリットとデメリット－  
     加藤 里絵 （北里大学  周生期麻酔・蘇生学） 

 （３）わが国における無痛分娩の実態 
     －日本産婦人科医会 「分娩に関する調査」結果について－ 
      研究分担者：石渡 勇 
 （４）無痛分娩の安全性を確保する為に    
      研究代表者：海野 信也 
 
第2部：「無痛分娩についての疑問にお答えします」 
                                                       Q&Aコーナー 

ないの？本当に痛くないの？本当に痛くないの  
方法なの？どんな麻酔方法なの？どんな麻酔方  

    ？無痛分娩って安全なの？  
  るの？誰でも受けられるの？誰でも受けられるの  

てなに？無痛分娩ってなに？無 
いの？赤ちゃんに影響ないの？赤ちゃんに影響 

入場 
無料 

市民公開講座 
     テーマ：無痛分娩の安全性について 

   平成29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

お子様連れ参加可  
託児はありません 

申し込み不要 
※先着200名 



平成 30 年 3 月 5 日 
 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 

「市民公開講座 無痛分娩の安全性について」議事概要 
 

1． 日時：平成 30 年 3 月 4 日（日曜）13 時より 16 時 
2． 会場：ステーションコンファレンス東京  503 ABCD 〒100-0005 東京都千代田区丸

の内 1-7-12 サピアタワー 
3． 出席者： 

(ア) 研究代表者（事務局）：海野信也 
(イ) 研究分担者（事務局）：石渡勇・板倉敦夫 
(ウ) 研究協力者： 

① 公開検討会構成員：阿真京子・飯田宏樹・石川紀子・前田津紀夫・温泉川梅

代 
② 作業部会構成員：天野完・角倉弘行・照井克生・永松健 

(エ) 厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室：徳本史郎・井上恵

莉・祝原賢幸 
(オ) 厚生労働省医政局総務課医療安全推進室：芝田おぐさ 
(カ) 研究班構成員以外の参加者 

① 日本産科麻酔学会：加藤里絵 
② 日本産科婦人科学会：荻田和秀・宋美玄 

(キ) 一般参加者：58 名 
(ク) 報道関係者：19 名 

4． 議事概要： 
(ア) 本会議は、「無痛分娩の安全性について」を全体のテーマとして市民公開講座とし

て、広く広報を行い、一般の参加者及び報道関係者の参加を呼びかけて開催した。 
(イ) 第 1 部の「無痛分娩についてご説明します」では、司会を宋美玄医師が担当した。

まず、りんくう総合医療センター産婦人科部長荻田和秀医師が「お産の安全性」、

北里大学病院産科麻酔部門の加藤里絵医師が「無痛分娩とは－メリットとデメリ

ット－」というテーマで約 20 分ずつの講演を行い、分娩の安全性と無痛分娩の基

本的な事項についての総論的な解説を行った。その後、研究班構成員からの発表

として、研究分担者の石渡勇が、「わが国の無痛分娩の実情 日本産婦人科医会「分

娩に関する調査」結果について」、研究代表者の海野信也が「無痛分娩の安全性を



確保するために」というテーマでそれぞれ 20 分、30 分の説明を行った。 
(ウ) 15 分間の休憩後、第 2 部として「無痛分娩についての疑問にお答えします」Q&A

コーナーを、司会及びコメンテーターを宋美玄・荻田和秀の両医師が担当して行

った。演台には、海野信也、前田津紀夫（研究協力者・日本産婦人科医会）、加藤

里絵があがり、一般参加者及び報道関係者からの質問に回答した。多数の質問が

あり、約 1 時間の Q&A コーナーとなった。質問が出尽くしたことを確認して 15
時 45 分に閉会した。 

 
以上  

 



平成 30 年 2 月 6 日 
 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 
理事長  藤井 知行 様 
 
 

平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（厚生労働科学特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴学会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への

参画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴学会より、研究協力者として池田智明先生、永松健先生をご推薦いただき、

研究を進めてまいりました。貴学会のご協力に、改めて心より感謝申し上げま

す。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 5 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めております。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組みの

方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 



④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体

制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに

基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴学会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお

願い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 2 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

  

tel:042-778-8111（内線8414


 
平成 30 年 2 月 6 日 

 
日本産科麻酔学会 
会長 海野 信也 様 
 
 

平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研究事業 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴学会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への

参画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴学会より、研究協力者として天野完先生、奥富俊之先生をご推薦いただき、

研究を進めております。貴学会のご協力に、改めて心より感謝申し上げます。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 5 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めてまいりました。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組

みの方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 
④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体

制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに



基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織の発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴学会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお

願い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 2 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

  

tel:042-778-8111（内線8414


平成 30 年 2 月 6 日 
 
公益社団法人 日本産婦人科医会 
会長 木下 勝之 様 
 
 

平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研究事業 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴学会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への

参画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴学会より、研究協力者として前田津紀夫先生、橋井康二先生をご推薦いた

だき、研究を進めております。貴会のご協力に、改めて心より感謝申し上げま

す。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 5 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めてまいりました。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組

みの方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 
④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体

制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに



基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織の発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお願

い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 2 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

  

tel:042-778-8111（内線8414


平成 30 年 2 月 6 日 
 
公益社団法人 日本麻酔科学会 
理事長  稲田 英一 様 
 
 

平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研究事業 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴学会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への

参画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴学会より、研究協力者として飯田宏樹先生、角倉弘行先生をご推薦いただ

き、研究を進めております。貴学会のご協力に、改めて心より感謝申し上げま

す。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 5 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めてまいりました。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組

みの方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 
④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体

制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに



基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織の発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴学会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお

願い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 2 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

  

tel:042-778-8111（内線8414


平成 30 年 2 月 6 日 
公益社団法人 日本看護協会 
会長  福井 トシ子 様 
 
 

平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研究事業 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴学会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への

参画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴会より、研究協力者として石川紀子先生をご推薦いただき、研究を進めて

おります。貴学会のご協力に、改めて心より感謝申し上げます。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 5 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めてまいりました。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組

みの方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 
④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体

制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに

基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する



ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織の発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお願

い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 2 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

                         

tel:042-778-8111（内線8414


平成  年  月  日 
 
送付先： 
〒252-0375 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学病院 病院長 海野信也 行 
FAX： 042－778－9433 
 

貴会名：                   

ご担当者：                  

 
研 究 名：無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究 

（平成29年度 厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研

究事業） 

「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画について 

 

参画する  ・  参画しない 

（○印をおつけください） 
 

 
 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433  

E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 
 
 

平成 30 年 2 月 20 日までにご回答くださいますようお願いいたします。 

tel:042-778-8111（内線8414


平成 30 年 3 月 5 日 
 
公益社団法人 日本医師会 
会長 横倉 義武 様 
 
 

平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（厚生労働科学特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
 
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」の研究経過の

ご報告ならびに貴会の「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」への参

画のお願い 
 
時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」におきまして

は貴学会より、研究協力者として温泉川梅代先生をご推薦いただき、研究を進

めてまいりました。貴学会のご協力に、改めて心より感謝申し上げます。 
本研究班では、本件に関わる専門学会・団体からご推薦いただいた研究協力

者の先生方とともに、専門家のコンセンサス形成をめざして検討を進めており

ます。既に 6 回の班会議を開催しており、これまでに別添文書のような検討を

進めております。今後は、各検討課題について研究班の終了以後の取り組みの

方向性を含めてとりまとめていく予定です。 
  
 本研究の過程で、今後、より安全な無痛分娩の実施体制を構築していくため

には、関係学会・団体による継続的な検討と以下のような活動が必要となると

いう点で、構成員のコンセンサスが得られております。 
①無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的実施。 
②無痛分娩実施施設に関する情報公開の促進。 
③無痛分娩関連有害事象に関する情報の収集及び分析、再発防止策の検討を行

う組織の設置。 
④産科麻酔に関わる産婦人科医・麻酔科医・助産師等の医療スタッフの研修体



制を検討整備するための「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定と、それに

基づいた「産科麻酔の実地・実技研修」のコース及び講習会等の企画、実施。 
 このような活動のためには、関連学会・団体が参画する「無痛分娩に関する

ワーキンググループ（仮称）」のような組織が必要と考えられます。本研究班と

いたしましては、本研究班の活動期限である平成 29 年度末までにそのような組

織発足を実現いたしたいと考えております。 
つきましては、大変急なお願いで恐縮ですが、上記の趣旨をご勘案いただき、

貴学会として「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画をお

願い申し上げる次第です。なにとぞご検討のほどお願い申し上げます。 
尚、本件についてご回答を、もし可能であれば平成 30 年 3 月 20 日までに本

研究班事務局までいただければ幸いです。 
以上 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

tel:042-778-8111（内線8414


平成  年  月  日 
 
送付先： 
〒252-0375 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学病院 病院長 海野信也 行 
FAX： 042－778－9433 
 

貴会名：                   

ご担当者：                  

 
研 究 名：平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学

特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」へのご参画について 

 

参画する  ・  参画しない 

（○印をおつけください） 
 

 
 

 
【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働

科学特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制

の構築についての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433  

E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 
 
 

平成 30 年 3 月 20 日までにご回答くださいますようお願いいたします。 
 

tel:042-778-8111（内線8414


2018 年 3 月 15 日 
日本医師会 会長 横倉 義武 様 
日本看護協会 会長 福井 トシ子 様 
日本産科婦人科学会 理事長 藤井 知行 様 
日本産科麻酔学会 会長 海野 信也 様 
日本産婦人科医会 会長 木下 勝之 様 
日本麻酔科学会 理事長 稲田 英一 様 
 

無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）設置のための 
準備委員推薦のお願い 

 
平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（厚生労働科学特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者  海野 信也 
 
謹啓、日頃わが国の医療体制の充実と向上にご尽力を賜り誠にありがとうございます。ま

た、先般私どもの研究班でご提案させていただきました表記「無痛分娩に関するワーキン

ググループ（仮称）」の参画にご同意をいただきましたこと、大変ありがたく、心より御礼

申し上げます。 
 
さて、私ども研究班では、わが国の無痛分娩の実施体制について検討を行ってまいりまし

たが、このたび「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」を作成し、改めて以下

の 4 項目を中心とした継続的検討を目的とする「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮

称）」の発足を提言させていただきました。 
 
 「無痛分娩の提供体制に関する情報公開の促進」 
 「無痛分娩に関連する有害事象に関する情報の収集及び分析並びに再発防止策の検討」 
 「「産科麻酔研修プログラム（仮称）」の策定及び無痛分娩の安全な診療のための講習

会の定期的な開催」 
 「無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的な実施」「患者にとって分かりやすい情報提

供のあり方」 
 
今後、このワーキンググループを構成する学会・団体でご検討を進めていただく必要がご

ざいます。つきましては、ワーキンググループ発足に向けての検討をご担当いただく委員 1
名のご推薦を賜りたくお願い申し上げます。 



 
大変恐縮ですが、平成 30 年 3 月 26 日までにご返事を賜りたく、お願い申し上げます。 

謹白 
 

【事務局連絡先】 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学

特別研究事業）「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築に

ついての研究」（研究代表者 海野信也） 

〒252-0374 神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 
北里大学医学部産婦人科 事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414） 
FAX:042-778-9433 E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

 

tel:042-778-8111（内線8414


2018 年 3 月 31 日 
「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」 

準備委員会（第 1 回会議） 議事次第 
 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者 海野信也 
 

１． 開催日時：平成 30年 3月 31日（土曜） 13：00～15：00 

２．  

３． 開催場所：ステーションコンファレンス東京 4階 402A 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー 

 

４． 出席者： 
(ア) 出席（予定）：石川紀子（日本看護協会）・伊東宏晃（日本産科婦人科学会）・海野

信也（日本産科麻酔学会）・石渡勇（日本産婦人科医会）・横田美幸（日本麻酔科

学会）・近江禎子（日本麻酔科学会） 
(イ) 陪席（予定）：祝原賢幸（厚生労働省医政局地域医療計画課救急周産期医療等対策

室）・青木克仁（日本医師会） 
(ウ) 欠席（予定）：温泉川梅代（日本医師会）・飯田宏樹（日本麻酔科学会） 
 

５． 議事次第案 
(ア) 研究代表者からの経緯説明 

① 研究経過の概要（資料 1、資料 2、資料 3－1 から 3－12） 
② 2018-3-29 研究班提言（資料 4） 

 
(イ) ワーキンググループ（仮称）発足のための課題の検討（資料 5） 

① WG の任務の確認 
② 名称の確定 
③ WG の構成 構成員数 
④ 運営事務局 
⑤ 運営経費負担 
⑥ タイムライン 

 
(ウ) その他 

 



 
平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  

研究代表者 海野信也 

〒252-0374神奈川県相模原市南区北里 1-15-1 

北里大学医学部産婦人科 

事務取扱：秘書 伊藤 

TEL:042-778-8111（内線 8414）FAX:042-778-9433 

E-mail:obgyn@med.kitasato-u.ac.jp 

 

tel:042-778-8111（内線8414
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2018 年 4 月 2 日 
「無痛分娩に関するワーキンググループ（仮称）」 

準備委員会（第 1 回会議） 議事概要 
 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）  
「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」 

研究代表者 海野信也 
 

１． 開催日時：平成 30年 3月 31日（土曜） 13：00～14：45 

２． 開催場所：ステーションコンファレンス東京 4階 402A 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-7-12 サピアタワー 

 

３． 出席者： 
(ア) 出席：石川紀子（日本看護協会）・伊東宏晃（日本産科婦人科学会）・海野信也（日

本産科麻酔学会）・石渡勇（日本産婦人科医会）・横田美幸（日本麻酔科学会）・近

江禎子（日本麻酔科学会） 
(イ) 陪席：祝原賢幸（厚生労働省医政局地域医療計画課救急周産期医療等対策室）・青

木克仁（日本医師会） 
(ウ) 欠席：温泉川梅代（日本医師会）・飯田宏樹（日本麻酔科学会） 
 

４． 議事概要 
(ア) 研究代表者から研究班の検討の経過と提言発出までの経緯説明及び本準備委員会

開催の目的について資料に基づいて行われ、その内容について出席者からの質疑

と意見交換が行われた。この準備委員会はあくまでも「無痛分娩に関する WG（仮

称）」を発足させるために必要な事項について、関係学会・団体の間で一定の合意

を得ることであり、WG の実際の活動内容については、発足後の議論となること

を確認した。 
① 研究経過の概要（資料 1、資料 2、資料 3－1 から 3－12） 
② 2018-3-29 研究班提言（資料 4） 

 
(イ) ワーキンググループ（仮称）発足のための課題について資料 5 を用いて検討を行

った。 
① 任務の確認：提言に記載されている 6 項目の任務について認識を共有した。

主体となるのは以下の 4 項目であり、各学会・団体にそれぞれの立場でどの

ように関与するか検討を依頼することとなった。 
1. 情報公開 
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2. 有害事象の収集・分析・共有 
3. 研修体制の構築 
4. ウェブサイトの構築 

② 名称の確定： 
1. 7 つの案を検討し、準備委員会としては「無痛分娩関係学会・団体連絡協

議会」（以下、「連絡協議会」）が妥当との判断となった。各学会・団体に

戻って承認を得ることとなった。 
2. 「連絡協議会の運営要綱（案）」を作成し、それを各学会・団体に提示す

ることによって、その役割に対する理解が深まり、今後の展開を円滑化

することに役立つとの指摘があった。 
③ WG の構成 構成員数： 

1. 無痛分娩に関する研修体制の構築を進める上で、既に妊産婦の救急蘇生

について全国で研修会を開催する活動を展開している日本母体救命シス

テム普及協議会（J-CIMEL；日本産婦人科医会、日本周産期新生児医学

会、京都産婦人科臨床救急研究会、母体死亡症例検討評価委員会、日本

臨床救急学会、日本麻酔科学会、日本産科婦人科学会で設立）に協力団

体として加わってもらう方向で医会を通じて依頼することになった。 
2. 厚生労働省が陪席することについて、各学会・団体からの同意を確認す

ることになった。 
3. 日本周産期・新生児医学会及び医療安全、患者の立場からの構成員の参

画について必要性が指摘されたが、準備委員会の段階では参画依頼は行

わず、「連絡協議会」の発足後に検討することになった。 
4. WG の構成員としては、準備委員会を構成する各学会・団体から 3 名程

度を想定し、候補者を検討していくこととなった。詳細については準備

委員会の第 2 回会議で検討することとした。 
④ 運営事務局： 

1. 準備委員会の議論の中では、日本医師会、日本看護協会を除けば最も組

織力があると考えられる日本産婦人科医会と、産科医と麻酔科医が共に

所属している日本産科麻酔学会のいずれかが担当するのが妥当という方

向にはなったが、日本産科麻酔学会については組織及び財務上の弱さが

懸念材料であることが指摘された。 
2. 日本産婦人科医会では会議室の提供等は可能とのことであった。 
3. 当面は、運営事務局は「連絡協議会」が担当することとして発足準備を

進め、本件に関する解決策を検討していくこととなった。 
⑤ 運営経費負担 

1. 当面、準備委員会に出席するための交通費は各学会・団体に負担をお願
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いする。会場費については、別途検討することとなった。 
2. 「連絡協議会」の運営経費については、今後の検討課題とした。 
3. 「連絡協議会」の情報公開体制、研修体制、ウェブサイトの構築等の実

際の活動に対しては厚労科研等の研究費を獲得できないか、努力する必

要があることが指摘された（陪席していた厚労省の担当官からは「汗を

かいているところ」という発言があった）。 
⑥ タイムライン 

1. 各学会・団体における検討を経て、準備委員会の第 2 回会議を 4 月中に

開催するべく調整を行い、可能なら 5 月の「連絡協議会」発足をめざす

ことで合意した。 
2. 第 1 回会議の結果を踏まえた第 2 回会議に向けての各学会・団体への報

告及び検討依頼については、（これまでの経緯から）研究班の研究代表者

であった海野から行うことで合意した。 
 

(ウ) その他 
① 「連絡協議会」の発足後、検討されるべき課題はきわめて多く、無痛分娩の

安全な提供体制構築には大きな困難が予測される、との指摘があった。 
② 研究班としては「現状の追認」を前提としているわけでは全くないこと、し

かし、本件は倫理上の問題ではないこと、分娩の様式は文化的側面もありき

わめて多様であり、わが国の法制度においてその多様性が許容されているこ

と等を考慮すると、学会等には医療機関の活動を規制したり制限したりする

権限はないと考えざるを得ないという説明が行われた。研究班としては、そ

のような認識を前提として、実質的に安全な体制に移行していくためには、

まず現在無痛分娩を取り扱っている施設が、今回の提言の方向性に同意し、

同一の認識に基づいて安全性向上のための活動に参加してもらう必要がある

こと、その上で安全性確保のための必要条件についての認識の共有を図るな

かでより安全な無痛分娩提供体制の構築をはかっていくという認識で検討を

進めてきたことが説明された。 
以上 
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